
母子保健DXに係る自治体説明会
令和８年度 第１回



Ⅰ. 母子保健DXの概要
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母子保健ＤＸとは

手段・方法：

全国共通の情報連携基盤（PMH＊） や電子版母子健康手帳（いわゆるスマートフォン
の母子手帳アプリ）を活用することで、

目標：

①スマートフォンでの健診受診・健診結果の確認やプッシュ型支援、里帰りの際の煩雑な
手続きの改善等を実現し、

②住民の利便性の向上や必要な支援へのつなぎ、自治体・医療機関の事務負担の軽減、
母子保健情報の利活用を目指す

＊Public Medical Hub

母子保健ＤＸについて
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② 医療機関の業務効率化・健診の精度向上

3. 健診関連情報の電子化を通じた業務効率化

・ 電子版母子健康手帳の導入による、二重入力の手間の削減 ・過去の健診結果の情報連携による健診の効率化

・ 健康診査票の記入や受診券の郵送等の事務業務の削減

4. 健診の質の向上

・ 健診情報と医療情報等とを連携し分析することで、健診の質の向上につながる

③ 自治体の業務効率化

5. 迅速かつ切れ目のない支援の実現

・ 健診の受診勧奨業務の効率化 ・医療機関からの健診結果の速やかな連携による迅速な受診状況把握や支援の強化

・ 住居地自治体外（里帰り先自治体等）との情報連携の強化

① 住民の利便性の向上

1. 利便性の高い健診の享受

・ スマートフォン等による問診票提出・ 健診結果等を自身の健康管理に活用

2. 里帰りをする妊産婦等に係る健診受診時の利便性向上

・ 住居地自治体外での受診時の事務手続きの省略

母子保健DXに期待される効果・メリット
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R２年度  自治体がデータ化した乳幼児・妊婦健診の情報（一部）を  ・ PHRの観点からスマートフォン等(マイナポータル)で閲覧可能に 【①】

 ・ 中間サーバを介して自治体間で共有可能に 【②】

R４年度  マイナポータルで閲覧可能な母子保健情報の項目の拡充（産後ケア、新生児訪問指導等）を整理＊ 【③】

 ※ 併せて、約10年ぶりに母子健康手帳の内容の大幅見直しを議論（⇒ 令和５年４月～府令様式改正）
※産後ケアの実施内容や、こども家庭センター等相談機関の利用記録等を追加

R５年度  デジタル庁が、住民、自治体、医療機関で母子保健情報を迅速に共有・活用するための情報連携基盤（PMH）を構築

R６年度  ・ 母子保健DXを実現するための改正母子保健法が成立

・ PMHを活用した乳幼児・妊婦健診の先行実施を複数の自治体で開始 【④】

 ※ 併せて、産婦健診や里帰りに係る機能拡張や電子カルテとの連携を検討

・ 住民とPMHとの接続の利便性向上、プッシュ型支援の実現を目指し、

電子版母子健康手帳の持つべき機能＊等を議論 【⑤】

R７年度  ・ R６年度の議論を踏まえ、電子版母子健康手帳のガイドライン※等を発出

※ベンダー・自治体に、アプリとして持つべき機能やセキュリティ要件等について提示するもの

・ PMHの更なる機能拡張（集合契約・費用請求等に係るシステム等）

R８年度～ ・ 電子版母子健康手帳の普及を含む母子保健DXの全国展開

כֿ ḭ

＊R6.6にデータ標準レイアウトに反映し、
その上で各自治体においてシステムを改修予定

PMH

住民

自治体医療機関 里帰り先
等自治体

マイナ
ポータル

【健診情報、
里帰り情報等】

【④】

【⑤】
【健診情報】
【産後ケア等情報】

【①】
【③】

【⑤】

母子保健・子育て支援サービスの
プッシュ型支援・申請

＜母子保健DXのイメージ図＞
＊紙の手帳の機能＋アプリならではの機能

母子手帳アプリ

母子手帳アプリ
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【健診情報】 【②】

母子保健ＤＸについて
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余白 余白

余白 余白

全国医療情報
プラットフォーム

全国医療情報プラットフォーム

行政職員・研究者
医薬品産業等

医療情報基盤 介護情報基盤

電子処方箋管理サービス

電子カルテ情報共有サービス(仮称)

医療機関・薬局

医療保険者

国民

救急隊

電子カルテ
レセコン等

保険者業務
システム等

介護事業所

介護業務
ソフト等

自治体・保健所

健康管理
システム等

特定健診等データ収集/管理システム

オンライン資格確認等システム

オンライン資格確認システム

資格情報

特定健診等情報

薬剤情報
(レセプト)

医療費情報
(レセプト)

*カルテ情報

全国医療情報プラットフォームの全体像（イメージ）

1 救急・医療・介護現場の切れ目ない情報共有

異なる領域の基盤間連
携

2 医療機関・自治体サービスの効率化・負担軽減

3 健康管理、疾病予防、適切な受診等のサポート

4 公衆衛生、医学・産業の振興に資する二次利用

❶

専用
アプリ

≪医療DXのユースケース・メリット例≫

V意識不明時に、検査状況や薬剤情報等が把握され、迅速に的確な治療を受けられる。

V入退院時等に、医療・介護関係者で状況が共有され、より良いケアを受けられる。

医療機関・薬局 介護事業所

医療機関

DPC

がん登録

予防接種感染症

指定難病 小児慢性
特定疾病

介護DBNDB

障害福祉

DPC

がん登録

介護DBNDB

指定難病 小児慢性
特定疾病

DPC

がん登録

介護DBNDB 解
析
基
盤

国民

二次利用データベース群(例)

マイナ
ポータル

問診票・予診票入力、データ提供同意

接種通知、患者サマリー情報等

V 受診時に、公費助成対象制度について、紙の受給者証の持参が不要になる。

V 情報登録の手間や誤登録のリスク、費用支払に対する事務コストが軽減される。

V 予診票や接種券がデジタル化され、速やかに接種勧奨が届くので能動的でス
ムーズな接種ができる。予診票・問診票を何度も手書きしなくて済む。

V 自分の健康状態や病態に関するデータを活用し、生活習慣病を予防する行動
や、適切な受診判断等につなげることができる。

V 政策のための分析ができることで、次の感染症危機への対応力強化につながる。

V 医薬品等の研究開発が促進され、よりよい治療や的確な診断が可能になる。

行政職員・研究者

解析ソフト等

行政・自治体情報基盤

❸

❸

救急隊

意識不明による
救急搬送中の確認

救急医療
・入院中の確認

施設入所時
・リハビリ中の確認

医療情報基盤

国民

行政・自治体情報基盤

閲覧

健診結果(母子保
健)、接種記録等の

連携

医療機
関

自治体

手入力不要
持参不要

公費助成情報
の連携

自治体

閲覧

マイナ
ポータル 患者

❷

異なる領域の基盤間連
携

※システム詳細検討中

H

H

H H

科学的介護情報システム(LIFE)

介護情報データベース(仮称)

要介護認定情報

LIFE情報

ケアプラン

介護情報
（レセプト）

※連携方法検討中

各DBの
データ連携

オンライン資格確認システム

医療情報閲覧機能

救急時医療情報閲覧機能

診療情報
(レセプト)

同意情報

*傷病名、アレルギー、薬剤禁忌
感染症、検査情報、処方情報

❸

※システム詳細検討中

医療保険者等向け中間サーバー

マイナ
ポータル

介護保険者

介護保険
システム等

資格情報

※共有する介護情報については検討中

PMH(Public Medical Hub)

公費助成情報

母子保健

予防接種

処方・調剤情報

紹介状・退院時サマリ等

ケアプランデータ連携システム

ADL、栄養・摂食嚥下、口腔衛生情報等

民間のヘルスケアサービス等❹ 二次利用基盤

履歴照会・回答システム

医療・介護データ等の解析基盤(HIC)

DPC

がん登録

予防接種感染症

指定難病 小児慢性
特定疾病

介護DBNDB

障害福祉
※匿名化識別IDを付与するシステム etc...

❹
DPC

がん登録

介護DBNDB

小児慢性
特定疾病がん登録

ライフログ等

自治体等向け中間サーバー

第４回「医療DX令和ビジョン2030」厚生労働省推進 チーム
（令和５年８月30日）資料２－３ 一部改変
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【実証内容】
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住民の方々にPMHを介したデジタル健診をご利用いただくために、自治体が活用できる周知広報素材を提供。

先行運用の中で、さらに必要に応じて拡充予定。

＜住民向けパンフレット＞

＜HP掲載素材＞

＜住民向け説明資料＞

＜自治体職員向け 母子保健デジタル化イメージ説明資料＞
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実証自治体における導入マニュアルや周知広報関連資料
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Ḳ ṇ

【出典】 乳幼児健診のデジタル化で「35分早く帰れる」
青森県むつ市の取組と高い保護者満足度の背景｜デジタル庁ニュース

https://digital-agency-news.digital.go.jp/articles/2026-04-07
https://digital-agency-news.digital.go.jp/articles/2026-04-07
https://digital-agency-news.digital.go.jp/articles/2026-04-07
https://digital-agency-news.digital.go.jp/articles/2026-04-07
https://digital-agency-news.digital.go.jp/articles/2026-04-07
https://digital-agency-news.digital.go.jp/articles/2026-04-07
https://digital-agency-news.digital.go.jp/articles/2026-04-07
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R６年度  ・ 母子保健DXを実現するための改正母子保健法が成立

・ PMHを活用した乳幼児・妊婦健診の先行実施を複数の自治体で開始 【④】

 ※ 併せて、産婦健診や里帰りに係る機能拡張や電子カルテとの連携を検討

・ 住民とPMHとの接続の利便性向上、プッシュ型支援の実現を目指し、

電子版母子健康手帳の持つべき機能＊等を議論 【⑤】

R７年度  ・ R６年度の議論を踏まえ、電子版母子健康手帳のガイドライン※等を発出

※ベンダー・自治体に、アプリとして持つべき機能やセキュリティ要件等について提示するもの

・ PMHの更なる機能拡張（集合契約・費用請求等に係るシステム等）

R８年度～ ・ 電子版母子健康手帳の普及を含む母子保健DXの全国展開
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כֿ ḭ

＊R6.6にデータ標準レイアウトに反映し、
その上で各自治体においてシステムを改修予定

PMH

住民

自治体医療機関 里帰り先
等自治体

マイナ
ポータル

【健診情報、
里帰り情報等】

【④】

【⑤】
【健診情報】
【産後ケア等情報】

【①】
【③】

【⑤】

母子保健・子育て支援サービスの
プッシュ型支援・申請

＜母子保健DXのイメージ図＞
＊紙の手帳の機能＋アプリならではの機能

母子手帳アプリ

母子手帳アプリ

A
P
I

連
携

【健診情報】 【②】

母子保健ＤＸについて
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¸母子健康手帳が利用されることが想定される市町村内外の
すべての関係機関において、情報が閲覧可能なことが必要。

¸紙の母子健康手帳の併用等により、関係者と合意形成を
行いつつデジタル化を進めていくことが重要。

¸今後、本取りまとめを踏まえ、令和７年度には「電子版母
子健康手帳ガイドライン（仮称）」の策定を進めていく必要
がある。

¸電子版母子健康手帳に記載される事項のうち、
V府令様式等の内容
V「今までにかかった主な病気」
等は、PMHに保存する。これにより、転居等のために利用
するアプリが変わった際にも同じ情報を利用できることとなる。

電子版母子健康手帳ガイドライン（仮称）策定に向けた検討会 取りまとめ（概要）

¸令和６年６月の「デジタル行財政改革とりまとめ」において、「電子版母子健康手帳を原則とすることを目指し、2024年度から課題と対応を整理したうえで、
2025年度にガイドライン等を発出し、2026年度以降の電子版母子健康手帳の普及につなげる」こととされた。

¸令和６年７月から令和７年１月にかけて「電子版母子健康手帳ガイドライン（仮称）策定に向けた検討会」（全５回）を行い、課題の整理を行った。

経緯

電子版母子健康手帳への移行について

保存する情報・アプリ等のデータポータビリティについて

¸

¸

¸

¸

ṕPMH※Ṗ
取りまとめた。 ※Public Medical Hub

電子版母子健康手帳のメリット（例）検討の背景

¸児の出生後、母の情報を児の情報と一体として扱えるよう
にすることが必要（母の同意に基づき、児のマイナ保険証
により扱える仕組みを検討。）。

母児の情報の取扱い

住民

PMH

・健診の案内・予約
・出産・育児等についてのお知らせ・予約 等

電子版母子健康手帳の利用イメージ

※イメージ図のため、詳細なシステム間のやり取りは省略

本取りまとめの検討範囲

※予防接種等と同じ端末を
使用可能とする想定

予防
     接種

自治体

健康管理
システム

電子カルテや
   汎用端末等

医療機関

事業者
サーバー等

電子版母子
健 康 手 帳

・妊婦の健康の記録
・保護者の記録
・妊産婦・乳幼児健診問診票・結果 等

・接種記録
・予診票 等

妊産婦・乳幼児健診 母子健康手帳
母子保健

・妊婦の健康の記録
・保護者の記録
・妊産婦・乳幼児健診
問診票

・妊産婦・乳幼児健
診結果

17
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1. はじめに

2. 電子版母子健康手帳の概要

3. 電子版母子健康手帳における情報の取扱い及び運用に関する事項

4. 電子版母子健康手帳全般に関して事業者が留意すべき事項

5. 利用者向けアプリ事業者が留意すべき事項

6. 医療機関等向けアプリ事業者が遵守すべき事項

7. 自治体向けアプリ事業者が遵守すべき事項

8. 要件遵守の担保

9. 本書の見直し

ガイドラインの内容

ガイドラインの位置づけ

電子版母子健康手帳の利用イメージ

ḦᶹḒḥᴻḇḳ
API

PMH

P֩ublic 

 Medical Hub ֪

保有主体：
利用者である
国民(母又は子)

利用者本人の
同意のもと、
参照、入力

β電子版母子健康手帳ガイドラインに加え、
 令和８年度に各ベンダ向けの技術解説書を策定予定

電子版母子健康手帳ガイドラインについて （令和８年3月31日発出）

ᵰ
ᶷḟḲ

ᵰ
ᶷḟḲ

═
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¸災害時 等にも、医療機関受診時に、マイナ保険証での認証により、紙の母子健康手帳を持ち歩いていなくても、母子健康手帳の情報を医療
機関が閲覧できる。

¸里帰り等による自治体間の移動や転居時においても、居住地と里帰り先や、転居先と転居元などの双方の自治体等において、情報を共有することが可
能となり、効果的な支援や体制の強化にもつながる可能性がある。

¸自治体が、母子健康手帳等の情報と連携して地域の支援サービスや子育て情報などの情報を発信することにより、情報を必要とする人に届けることができ、
包括的支援につながっていくことが期待される。

※1 医療機関等は、児のマイナ保険証で認証することにより、児の情報（母が設定した情報を含む）を閲覧することが可能となる。

住民

健診結果等

………
………

日々の記録・閲覧・
家族間連携

情報を閲覧※１・受診
結果等を記録

健診結果等
市町村業務システムで、
住民の健診結果等を閲
覧・データ管理

児のマイナ保険証で
認証・受診※2

母のマイナ保険証で
認証・受診

医療機関等 市町村

自治体からのプッシュ通
知を受信

健診タイミング、

相談窓口・地域

のイベント情報等

を受信可能

重複記入・

記録不要

児の出生後、母の情報を
児の情報と一体として取り
扱うことができる（母の同
意に基づく）

母

児

X市から
のお知らせ
相談窓口

は…

Xか月健診を
受診しましょう

健診結果等

健診結果等

妊婦の健康の記録
保護者の記録
問診票 等

必要な支援等

医療機関から受

信した情報のデー

タ化作業不要

電子版母子健康手帳アプリ 等

専用端末や電子カルテ
等の汎用端末

記録・
問診票等

β2 (児に関する利用の場合)、母が同意した母に関する情報が児に渡され、児の情報と同様に取り扱われることで、母ではなく父や祖父母その他の者が児の受診に付き添う場合も、母児の情報を一体的に利用することが可能となる。

健診結果等

電子版母子健康手帳の利用イメージ

19



R２年度  自治体がデータ化した乳幼児・妊婦健診の情報（一部）を  ・ PHRの観点からスマートフォン等(マイナポータル)で閲覧可能に 【①】

 ・ 中間サーバを介して自治体間で共有可能に 【②】

R４年度  マイナポータルで閲覧可能な母子保健情報の項目の拡充（産後ケア、新生児訪問指導等）を整理＊ 【③】

 ※ 併せて、約10年ぶりに母子健康手帳の内容の大幅見直しを議論（⇒ 令和５年４月～府令様式改正）
※産後ケアの実施内容や、こども家庭センター等相談機関の利用記録等を追加

R５年度  デジタル庁が、住民、自治体、医療機関で母子保健情報を迅速に共有・活用するための情報連携基盤（PMH）を構築

R６年度  ・ 母子保健DXを実現するための改正母子保健法が成立

・ PMHを活用した乳幼児・妊婦健診の先行実施を複数の自治体で開始 【④】

 ※ 併せて、産婦健診や里帰りに係る機能拡張や電子カルテとの連携を検討

・ 住民とPMHとの接続の利便性向上、プッシュ型支援の実現を目指し、

電子版母子健康手帳の持つべき機能＊等を議論 【⑤】

R７年度  ・ R６年度の議論を踏まえ、電子版母子健康手帳のガイドライン※等を発出

※ベンダー・自治体に、アプリとして持つべき機能やセキュリティ要件等について提示するもの

・ PMHの更なる機能拡張（集合契約・費用請求等に係るシステム等）

R８年度～ ・ 電子版母子健康手帳の普及を含む母子保健DXの全国展開
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＊R6.6にデータ標準レイアウトに反映し、
その上で各自治体においてシステムを改修予定
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【健診情報】 【②】

母子保健ＤＸについて



・乳幼児健診事務のデジタル化について
- デジタル化後のイメージ（将来像）
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こども政策DXの取組状況について

※１ PMH（Public Medical Hub）：住民、医療機関、自治体の間で母子保健情報を迅速に共有・活用するための情報連携基盤
※２ 乳幼児健診（個別健診・集団健診）、妊婦健診、産婦健診など

③母子保健ＤＸの推進

É全国共通の情報連携基盤（PMH※１）を整備し、乳幼児健診等（※２）について

 スマートフォンでの健診受診・結果の確認を可能とし、利便性の向上を実現

É2026年３月、電子版母子健康手帳に関するガイドラインを作成

É2026年度末から、特に乳幼児健診の集団健診を中心に、全国の自治体への展開を開始

④里帰りする妊産婦への支援

É里帰り妊産婦に係る母子保健情報の自治体間の情報連携を可能とするため、PMHを整備

É里帰り出産時において、償還払い等の煩雑な事務手続きなく、自治体を超えて利用を可能とする

集合契約・請求支払システムについて、2026年度にシステム要件定義を進め、2027年度以降

に集合契約・請求支払いシステムの開発を進める こども家庭庁、デジタル庁

こども家庭庁、デジタル庁



今後想定されるスケジュール

10令和７年度 令和８年度 令和９年度

PMH: Public Medical Hub

PMH・マイナポ開発

PMH

PMH
ü

ü

ü

ü

PMH開発（電子母子手帳対応）

ü

ü

～実証
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Ⅱ. 母子保健DXにおける情報連携
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集団健診：現行業務と母子保健DXの導入後の業務

25

母子保健DX導入後の集団健診に係る業務

住民 集団健診会場 PMH自治体職員 健康管理システム住民 自治体職員集団健診会場 健康管理システム

現行の集団健診に係る業務

問診票に記入 問診票に入力・送信

健診を実施し、結果を登録

対象者登録を実施問診票等を送付

勧奨・問診票を確認勧奨を送付

問診票を確認問診票提出 問診票確認

本人確認 マイナンバーカード認証 マイナ資格確認アプリ

結果を確認 結果を確認結果を健康管理システムに入力

集

団

健

診

健診を実施し、結果を郵送



個別健診：現行業務と母子保健DXの導入後の業務

26

母子保健DX導入後の個別健診に係る業務

住民 医療機関等 PMH自治体職員 健康管理システム住民 自治体職員医療機関等 健康管理システム

現行の個別健診に係る業務

問診票に記入 問診票に入力・送信

本人確認 マイナンバーカード認証

問診票・受診券を確認問診票・受診券提出 問診票確認

健診を実施し、結果を登録健診を実施し、結果を郵送

結果を確認

オンライン資格確認端末

結果を健康管理システムに入力

※オンライン資格確認端末
を有する施設の場合

対象者登録を実施問診票等を送付

勧奨・問診票を確認勧奨を送付

個

別

健

診

結果を確認



母子保健DX導入による効果（問診票送付～記入）
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母子保健DX導入後の健診に係る業務

住民 集団健診会場 PMH自治体職員 健康管理システム住民 自治体職員集団健診会場 健康管理システム

現行の健診に係る業務

問診票に記入 問診票に入力・送信

対象者登録を実施問診票等を送付

勧奨・問診票を確認勧奨を送付

勧奨・問診票の郵送業務が必要 勧奨・問診票送付はデジタルで完結可能

Å 紙の勧奨や問診票等を印刷し、郵送等をする

Å 住民は紙の問診票等に記入し、忘れずに

 健診に持参する必要がある

Å 氏名等の基本情報を、健診ごとに繰り返し

記入する必要がある

V 健康管理システムからPMHへ対象者情報を登録する

ことで、デジタルで勧奨や問診票送付を実現できる

V 住民はスマートフォン等で問診票に入力するのみで、

 健診に問診票を持参する必要性がない

V 氏名等の基本項目はプリセットされるため、

 健診ごとに繰り返し入力する必要がない



母子保健DX導入による効果（本人確認～問診票確認）
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母子保健DX導入後の健診に係る業務

住民 集団健診会場 PMH自治体職員 健康管理システム住民 自治体職員集団健診会場 健康管理システム

現行の健診に係る業務

問診票を確認問診票提出 問診票確認

本人確認 マイナンバーカード認証 マイナ資格確認アプリ※

健診時に紙の問診票の回付が必要 問診票を手元の端末で参照可能

Å 受付担当者は住民が持参した書類等により

対象者の本人確認を行う

Å 医師や保健師は、紙の問診票を確認し、

健診内で紙を回付する必要がある

Å 健診を行いながら、手書きで補足等を行うため、

記入内容が判読しづらい場合がある

V マイナンバーカードのみで、住民の本人確認及び

 健診対象者であることの確認を完結できる

V 医師や保健師は、住民が回答した問診票を

各々の手元の端末で参照できる

V デジタルデータとして入力するため、手書き文字の

判読不要となり、内容確認の負担が少ない

※オンライン資格確認端末を有する施設の場合は、
保険診療で用いられているオンライン資格確認端末を利用する

※マイナ資格確認アプリ：PCやスマートフォン等のデバイスを用いて、一般的なインターネット回
線を利用し、マイナンバーカードを読み取って資格情報を取得できるアプリケーション



母子保健DX導入による効果（健診実施～健診結果確認）
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母子保健DX導入後の健診に係る業務

住民 集団健診会場 PMH自治体職員 健康管理システム住民 自治体職員集団健診会場 健康管理システム

現行の健診に係る業務

健診を実施し、結果を登録

結果を確認 結果を確認結果を健康管理システムに入力

健診を実施し、結果を郵送

健診結果連携に時間が必要 健診結果は健康管理システムに自動連携可能

Å 医師や保健師は、健診結果の用紙を

健診内で回付しながら記入する必要がある

Å 郵送された健診結果を、健康管理システムへ

入力するため、時間と手間を要する

Å マイナポータルを介した住民への健診結果情報

 の連携には時間を要する

V 医師や保健師は、各々の手元の端末から

 健診結果を入力することができる

V デジタルで送信された健診結果は、健康管理システムへ

自動で連携され、時間と手間が省かれる

V 住民は健診結果登録後、スマートフォン等から

 健診結果を確認することができる



スマートフォン等・

健康管理システム

で結果を確認

マイナンバーカード認証

個別健診

マイナンバーカード認証

母子保健DXにおける、PMHを活用した業務のフロー（まとめ）

母子保健DXにおけるPMHを活用した集団健診・個別健診

G

健康管理システム

自治体職員

マイナ資格
確認アプリ

マイナンバーカード

D 問診票を端末上で確認
※問診票のある健診の場合のみ

E

健診担当者住民

健診を実施し、結果を端末上から登録F

集団健診

自治体職員 PMH

健診の対象者をPMHに登録A

住民

PMHから住民に勧奨と

問診票を送付
※問診票送付は、問診票のある健診の場合のみ

B

D へ
進む

オンライン資格
確認端末

マイナンバーカード

D 問診票を端末上で確認
※問診票のある健診の場合のみ

E 健診を実施し、結果を端末上から登録F

※オンライン資格確認端末を有する施設の場合

※PMHへの連携方式については次頁を参照

健康管理
システム 住民

問診票をスマートフォン等で回答
※問診票のある健診の場合のみ

C

住民

PMH

健診担当者PMH

医師PMH 医師住民

住民

住民

PMH

PMH

D
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母子保健DXにおけるPMHへの連携

入力・参照方式 対象区分

連携方式 方式の説明 集団健診 個別健診

PMH 医療機関向け画面
PMHより提供するWeb画面で
健診結果等の入力・参照を行う

●

電子カルテ等（医療機関内端末）
電子カルテ等（医療機関内端末）から
直接PMHへ入力・参照を行うための仕組み

ー 今後検討

母子保健アプリ（タブレット端末等）
民間事業者の提供する母子保健アプリを
利用し入力・参照を行う

● ●

健康管理システム PMH

ü健康管理システムとPMHの連携には、健康管理システム標
準仕様書に記載されているPMHとの連携機能（標準オプ
ション機能を含む）の実装が必要となる。

ü自治体の既存環境に応じて、ネットワーク環境整備が必要となる場合がある
ü医療費助成や予防接種事務デジタル化等で、既にPMH等への接続環境を

整備済みの場合は、追加対応が不要となる可能性がある。

É健康管理システムとPMHの連携

É集団健診会場及び医療機関からPMHへの連携

ネットワーク環境

Å 集団健診会場及び医療機関からPMHへの入力・参照は複数の方式を検討している。

Å 健康管理システムとPMHの連携は、標準化対応及びネットワーク環境整備を行うことが必要となる。
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医療機関（個別健診）における想定スケジュール

PMH Web

(
)

PMH

R5

実証事業

令和８年度
(2026)

令和９年度
(2027)

令和10年度
(2028)

令和11年度
(2029)

令和12年度以降
(2030～)

標準仕様
標準型電子カルテ

クラウド型
電カルへ

クラウド型
電カルへ

システム要件定義 システム開発
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Ⅲ. 母子保健DXの導入に向けた自治体の取組事項

33



Å母子保健DXを導入し、デジタル健診を実施するまでのプロセスは大きく３つに分けることができる。

Å令和８年度第１回自治体説明会では、「① 立上」について御説明する。

母子保健DXの導入によるデジタル健診実施までのプロセス

34

導入に向けて母子保健DXを把握し
対象とする健診や業務を整理する

立上
導入対象の整理／調達・契約の実施

1

準備
PMHへの事前登録／住民への周知

2

PMHへの健診対象者の登録や
住民への広報・案内等を準備する

実施
デジタル健診の実施／情報連携

3

デジタル健診を実施し
問診情報・健診結果の連携を行う



母子保健DXを導入するため、「① 立上」プロセスで、自治体に以下のタスクを実施していただく必要がある。

母子保健DXを導入するための自治体タスク一覧（① 立上）

35

No タスク タスク内容
集団
健診

個別
健診

補足

１ 概要把握 デジタル健診の概要把握、システムの全体像
の把握、導入プロセス・タスク概要の把握

〇 〇
母子保健DXにより、PMHを介して問診情報や健診結果等を連携する全体像と、
自治体・住民・健診会場／医療機関の役割を確認する

２ 対象健診の選定 対象健診の検討・選定
〇 〇

自治体で実施している妊産婦健診・乳幼児健診等のうち、実施会場、対象者数、
年間実施回数等を踏まえ、デジタル化の対象とする健診を検討する

３ ステークホルダー
調整

関係者の洗い出し、関係者への説明・調整・
合意

〇 〇
対象健診に関わる庁内関係部署、医師会・医療機関、委託先、システム／アプリ
事業者等を洗い出し、導入目的、運用変更点等を共有・調整する

４ 現状整理 業務フローの整理、集団健診会場レイアウト
の整理、勧奨ルールの整理

〇 〇
現行の対象者登録、勧奨通知、問診、受付、健診実施、結果登録・取込までの流
れを整理し、デジタル化に伴い変更が生じる業務・役割・会場動線を明確にする

5 契約・申請手続き a. ベンダーとの業務委託契約
〇 〇

母子保健アプリ・健康管理システム等の関係事業者と、実施体制や役割分担を確
認し、必要な契約手続きを進める

b. PMH利用に係る手続き
〇 〇

PMHの利用に向け、利用規約への同意や委託契約等の必要手続きを確認し、庁
内決裁・関係者調整を進める

c. 自治体向けPMH管理画面利用申請
〇 〇

PMHの自治体向け管理画面の利用に必要なシステムユーザー・管理者ユーザーを
整理し、利用申請を行う

d. マイナ資格確認アプリ利用に係る手続き
〇

集団健診におけるマイナンバーカード認証は、マイナ資格確認アプリ用いて実施するた
め、利用同意書や安全対策に関する必要書類の確認・提出を行うとともに、利用端
末数等を踏まえて必要なアカウントの発行依頼を行う

e. PIA（個人情報保護評価）の実施
〇 〇

特定個人情報を取り扱う事務として、庁内の個人情報管理部門と相談し、必要な
保護評価を進める

f. 協力体制の構築に必要な手続き
〇 〇

医療機関・関連団体等との協力体制を確認し、必要に応じて運用ルールや契約等
への反映を検討する

６ 機材調達 集団健診の機材等の調達
〇

現状整理で確認した会場運用を踏まえ、受付・健診用端末、マイナンバーカード読
取機器、通信環境等の必要数、設置場所、管理方法を整理する

※タスクのより詳細な内容については、アンケート回答等を通じて、こども家庭庁へお問い合わせいただきたい



令和9年度以降、母子保健DXを導入するために、自治体・医療機関で予算計上及び導入準備の対応

が必要となる項目は以下の通りとなる。 ※下表はいずれも説明会時点において財政当局と調整中

母子保健DXの導入に予算計上や準備が必要となる項目
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凡例 ●：必須 △：任意

対象区分 費用項目
自治体
対応

医療機関
対応

備考
詳細
ページ

集

団

健

診

母子保健アプリ

母子保健アプリ利用費 ● 導入支援・運用・ヘルプデスク費等を想定する

p.37利用端末（タブレット等）費 ●
タブレット購入又はリース代、通信費、端末サポート費、セ
キュリティ対策費、その他端末に係る経費を想定する

マイナ資格確認アプリ
マイナ資格確認アプリ利用端末
（タブレット、ICカードリーダ等）費

●
集団健診会場で利用する端末調達・設定作業費等を想
定する

個

別

健

診

PMH医療機関向け画面
PMHとの接続に必要なネットワーク
整備費

●
個別医療機関でPMHと接続するための通信環境整備が
必要である

p.38

電子カルテ等
PMH連携可能な電子カルテ等
（医療機関内端末）の改修費

● 電子カルテ等とPMHの連携は今後検討予定

母子保健アプリ

母子保健アプリ利用費 ● 導入支援・運用・ヘルプデスク費等を想定する

利用端末（タブレット等）費 ●
タブレット購入又はリース代、通信費、端末サポート費、セ
キュリティ対策費、その他端末に係る経費を想定する

アプリ利用端末代等補助事業費 △
医療機関が整備するアプリ利用端末費等への補助を自治
体として実施する場合に、必要となることを想定する

共

通

健康管理システム

システム対応費 ● システムのパッケージ改修費等を想定する

p.39

SE導入費 ● 導入作業費及びセットアップ費等を想定する

ネットワーク改修費 ● PMH接続のためのネットワーク改修費等を想定する

PMH PMH利用に係る負担金 ● 負担の在り方について検討中

その他
広報資材（リーフレット・ポスター
等）費

△
国の提供する広報資材に加え、自治体独自の周知・広報
を実施する場合に必要である

い
ず
れ
か
を
導
入
準
備
す
る



É【自治体対応】 母子保健アプリの利用費及び利用端末（タブレット等）費の考え方

ü母子保健アプリを利用して問診情報・健診結果等を確認・入力する場合、

アプリの初期導入費、運用保守費に加え、導入支援、運用、ヘルプデスク等の費用が必要となる可能性がある。

üアプリを操作する受付・健診用端末については、タブレット等の購入又はリース代、通信費、端末サポート費及び

セキュリティ対策費等が必要となる可能性がある。

É【自治体対応】 マイナ資格確認アプリに係るマイナ資格確認アプリ利用端末（タブレット、ICカードリーダ等）費の考え方

ü受付時にマイナ資格確認アプリを利用する場合、利用同意に係る手続きやオンライン資格確認アカウントの発行依頼に加え、

マイナ資格確認アプリ利用端末、ICカードリーダ等を準備する必要がある。

ü受付レーン数、受診者数、マイナンバーカード読取方式、受診者の動線等を踏まえ、資格確認用端末と健診結果入力用端

末を分ける必要があるかも含めて検討する。

集団健診では、集団健診会場で問診情報・健診結果等を入力・参照するための準備が必要となる。

母子保健DXで集団健診を実施する場合の費用の考え方
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個別健診では、医療機関の既存システムや運用体制に応じ、PMH医療機関向け画面、電子カルテ等又は

母子保健アプリを用いて情報連携を行うことを想定しており、採用する連携方式に応じた準備が必要となる。

母子保健DXで個別健診を実施する場合の費用の考え方
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É【医療機関対応】 PMH医療機関向け画面を用いる場合の、PMHとの接続に必要なネットワーク整備費の考え方

ü個別健診では、医療機関ごとに既存ネットワーク環境、端末保有状況、院内のセキュリティポリシー等が異なるため、

 各医療機関の環境に応じて接続可否や設定変更の要否に応じて、ネットワーク設備費が必要となる可能性がある。

É【自治体・医療機関対応】 母子保健アプリの利用費及び利用端末（タブレット等）費等の考え方

ü自治体の判断により、母子保健アプリを利用して問診情報・健診結果等を確認・入力する場合、

 ・アプリの利用費（初期導入費、運用保守費に加え、導入支援、運用、ヘルプデスク等）

 ・アプリを操作する健診用端末（タブレット等）の購入・リース代や通信費等

が必要となる可能性がある。

ü 個別健診を実施する場合の母子保健アプリ利用費やタブレット端末等に対する国の費用補助は現在想定していない。

医療機関側の既存環境や自治体ごとの施策を踏まえて、導入準備を進めていただくことを想定している。

É【医療機関対応】 PMH連携可能な電子カルテ等（医療機関内端末）の改修費の考え方

ü電子カルテ等を利用してPMHと連携を行う場合、電子カルテ等の連携機能の追加に係る改修、接続テスト等が

必要となる可能性がある。自治体は、協力医療機関における電子カルテ等の導入状況等を把握することが望ましい。

ü電子カルテ等を利用したPMHとの連携は、今後の検討状況に応じて改めて御留意願いたい。

情
報
連
携
方
式
に
応
じ
て
い
ず
れ
か
を
導
入
準
備
す
る



集団健診・個別健診のいずれを実施する場合も、健康管理システムの対応及び住民向け広報等は、自

治体において共通して準備する必要がある。

母子保健DXで自治体が共通して準備する費用の考え方
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É【自治体対応】 健康管理システムに係るシステム対応費、SE導入費及びネットワーク改修費の考え方

ü母子保健DXの導入に当たっては、集団健診・個別健診のいずれを実施する場合であっても、

 健康管理システムにおいて、対象者情報や健診結果等の管理・連携機能を実装する必要がある。

üPMH連携に必要な機能を追加するため、健康管理システムのパッケージ改修費が必要となる可能性がある。

ü改修されたパッケージの導入作業、初期設定、環境構築、接続確認、テスト、操作説明等に係るSE導入費も発

生する可能性がある。

ü健康管理システムとPMHを接続するため、自治体の既存ネットワーク環境に応じて、ネットワーク環境整備が必要と

なる場合がある。なお、医療費助成や予防接種事務デジタル化等で、既にPMH等への接続環境を整備済みの場

合、追加対応が不要となる可能性がある。具体的な要否は、自治体の情報システム担当者等へ御確認願いたい。

É【自治体対応】 その他費用の考え方

ü母子保健DXの導入に当たっては、住民、医療機関、関係機関に対して、制度の概要、利用方法、

 健診受診時の流れ、マイナンバーカードやアプリの利用方法等を周知する必要がある。

ü国が提供する広報資材を活用できる場合であっても、自治体独自の健診日程、会場案内、対応医療機関、

問い合わせ先、地域の運用に応じた補足説明等を行う場合には、自治体として周知・広報費用を見込む必要がある。



Ⅳ. 事務連絡
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Å 母子保健DXに関する各自治体の導入意向や準備状況、今後の検討にあたっての

確認事項等を把握するため、アンケート調査を実施いたします。

Å 御回答内容は、今後の情報提供やFAQの整理、令和９年度以降の取組に向けた

検討の参考とさせていただきますので、御協力をお願いいたします。

アンケート調査への御回答の御願い

41

É 本説明会後に配布する「自治体向けアンケート」に回答し、以下の連絡先までメールにて送信願います

ü 提出方法：配布予定のアンケート様式にご記入のうえ、事務局宛にメールでご提出ください

ü 提出期限：８月28日（金）17時まで

ü 提出先：boshihoken_jimukyoku@ml.mri.co.jp

※ 未定の事項については、現時点での見込み・検討状況に基づきご回答ください 
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